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1. はじめに 

 本稿は、1980 年に国際連合教育科学文化機関（UNESCO）が採択した「芸術家の地位に

関する勧告」(“Recommendation concerning the Status of the Artist”）を中心に、芸術家

の地位をめぐる国際的動向を探ろうとするものである。 
「芸術家の地位に関する勧告」（以下、「勧告」と略す）は、芸術家という一義的な定義

づけや範囲の限定が難しい存在を捉える基準を示し、「芸術家」に含まれる人々の実態調査

を行うとともに、同調査をふまえた上で、加盟国の今後の活動方針を示そうとした画期的

なものである。日本では、勧告の文書が「第 95 回国会に際して衆・参議長を通じて全国会

議員に配布され」、各団体に周知されたという。その反応はおおむね良好であり、例えば、

日本美術家連盟では「芸術家の憲章（アーティスト・チャーチ）とも呼ぶべき歴史的文書」

と好意的に受け止められていた1。 
 1980 年以降、「勧告」の実施の進行状況を検討するために、世界の様々な地域で国際会議

が開かれた。1997 年の「芸術家の地位に関する勧告の実施についての世界会議」では、そ

れまでの会議を検討する報告書「芸術家の地位に関する勧告の実施について過去 15 年間で

実現された進展についての報告：第一次評価会議の研究」2が発表された。この報告書は、

これまでの実施状況の傾向をまとめただけでなく、今後重点的に取り組むべき課題が呈示

されている点で注目される。 
 1997 年の世界会議でさらに特筆すべきは、会議に参加した芸術家や作家の希望によって、

「勧告」の実施状況を定期的に報告する仕組みが作られたことである。加盟国に対し、「勧

告」の枠組みに沿った調査が実施されている。それらの結果をまとめたものは、ウェブサ

イトを通じて自由に閲覧できる3。各国の取り組み状況が分かるため、文化行政の関係者だ

けでなく、芸術家にとっても有益なものとなっている。 
2007 年には「勧告」が最優先でモニターされるべきものとされ、2011 年の第 36 回

− 57 −



 
 

UNESCO 総会では、「加盟国による 1980 年芸術家の地位に関する勧告実施についての総括

報告書」4が提出されている。 
 本稿では、まず「勧告」に至る背景を国際労働機関（ILO）との関連から述べる。そして

「芸術家」と「地位」に関してそれぞれの変遷を整理していく。「芸術家」の定義について

は、1977 年の「芸術家の地位に関する ILO/UNESCO 専門家会議」の報告書と 1980 年の

「勧告」だけでなく、それを受けて国際美術連盟（IAA/AIAP）5が発表している「専門的

職業としての芸術家」の定義も参照する。次に、「勧告」で取り組むべきだとされた項目を

基準に、上述した 1997 年の報告書と 2011 年の UNESCO 総会の報告書を比較する。取り

組むべき項目は大きく変わらないが、重点の置き方が年代によって変化しているからであ

る。最後に、この変遷を明らかにすることで、現在の芸術家の直面している課題を明らか

にしたい。 
  

2. 芸術家の地位が注目されるようになった背景 

 国際労働機関（ILO）では 1920 年代半ばから、「実演家」6という一部の芸術家の権利に

ついて議論されてきた。記録機器の発達によって、それまで短命であった作品が再生産さ

れやすくなり、「実演家」が実害を被るようになってきたからである。その結果、1961 年に

は「実演家、レコード製作者及び放送機関の保護に関する国際条約」が結ばれた。ILO の

サリー・C・コーンウェルは、その時の ILO の議論について次のように説明している。 
 
実演家は、初演のみならず、その後のいかなる商業的利用についても報酬を受けるべき

であるという立場を ILO は保持した。なぜならそのような利用は、実演家を労働者とし

て雇用していることになるからである。7 
 
つまり、これまで不当に見過ごされてきた実演家の経済的な権利や利益を守るために、

芸術活動を「労働」と捉えたのである。 
その一方で、芸術家一般を労働者と認めた際の概念的・実際的な難しさについてもコー

ンウェルは指摘している。第一に「芸術家は仕事と特殊な関係にあり、その仕事は社会と

特別な関係にあるということ」、第二に「芸術的な職業が多様であるため、芸術家が均質の

職業的グループを構成していると考えることが難しいこと」、第三に「ほとんどの芸術家の

雇用状況が絶え間なく変動するため、芸術家を保護する際に、法的・現実的な障害が生じ

ること」である8。 
 1977 年には「芸術家の地位に関する ILO/UNESCO 専門家会議」が開かれた。この会議

では「芸術家」の定義に労働条件を含めたことによって、「過去の定義が大きく超えられて

いる」と小林真理は指摘している9。この指摘を踏まえ、次節からはこの 1977 年から順に

「芸術家」とその「地位」の定義を整理していく。 
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3. 「芸術家」と「地位」の定義の変遷 

(1) 「芸術家の地位‐雇用問題と労働条件・生活条件についての報告」（1977）10 

 1977 年のこの会議では議論の結果、次のような芸術家の定義を採用している。 
 
芸術家は雇用関係のあるなしにかかわらず、活動的な生活の質的に重要な部分を芸術に

あてており、かつ専門職能団体に所属しているか否かにかかわらず、居住する社会にお

いて芸術家としての認定を求めかつ芸術家として認められることを自身が受け入れるも

のとされる。11 
 
同報告によれば、この定義の原型となったのは「活動的な生活（active life）の重要な部

分を芸術にあてるすべての人」という表現であった。変更されずに残った「活動的な生活」

という用語が用いられた意図は「芸術的追究から得られる収入の割合、という基準からく

る難しさを避けるため」であり、「重要な」という言葉が使われた意図は「アマチュア、つ

まり芸術的活動を例外的な追究として実施している人を除く」ためとされた。 
最終的に採用された前掲の定義は、専門家たちが議論において強調した次の四点が反映

された形となった。①芸術家の自由に対する認識の必要性、②多様な芸術家の状況を考慮

すること、③現代社会における芸術と芸術家の状況を伝播させた、文化における発達を考

慮すること、④「重要な部分」は量よりも質だと明記すること、である12。 
この定義において重要な要素となっているのは、上記に加え、芸術家本人の意思が基準

として示されていることと、専門職能団体が補助的な基準になっていることだと、報告書

に明示されている。前者は、芸術的自由を保護するために必要とされることである。芸術

活動の多様性を鑑み、例えば美術と工芸の境界にいるような実践家が、自分で自由にどち

らかの立場を選ぶことを可能にしているとされている。後者は、専門職能団体への強制的

な加入に繋がって、芸術や芸術家の意に反する結果を生むことを避けるためである。 
 同報告において、地位の定義は次のようになっている。 
 
 会議の目的のため、芸術家の「地位」とは社会において認められた位置を指し、その

位置は、芸術家が利益を得られなければならないところの芸術家の権利、労働、生活条

件、適正な収入、そして物理的な援助、精神的支え及び義務、責任、才能の使い方を重

要視することに基づく位置である。13 
  
 様々な芸術の形態や、多様な地理・文化的状況にある芸術家を考慮に入れている点、適

切な報酬についての記載が含まれている点は、特に専門家たちが主張した部分である。 
しかし、「世界中の多くの政府が、芸術家は労働者だとみなすべきではないと未だ考えて

おり、芸術家が創造的であり続けるためにはあまりに社会に統合されるべきではないと考

えている」14と 1979 年にコーンウェルが指摘しており、統一見解に至るには、多難であっ
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たと考えられる。 
 

(2) 「芸術家の地位に関する勧告」（1980 年） 

 「勧告」では、その前文において「最も広く定義された芸術が、生活の不可欠な部分で

あること、かつ、そうあるべきであることを認め、また芸術的表現の自由を助長する精神

的風土のみならず創造的才能の発揮を促進する物質的条件の醸成、維持に努めることは各

国政府にとつて必要かつ適切であることを認め」15るとあり、芸術の定義、各国政府の役割

が明示されている。この「芸術」の定義のもと、「芸術家」は次のように定義された。 
 

「芸術家」とは、芸術作品を創造し、表現し又は改造を行い、その芸術的創造を自己

の生活の本質的部分とみなし、これを通じ芸術と文化の発展に貢献し、かつ、雇用関係

や団体関係があると否とを問わず、芸術家として認知され、又は認知されることを希望

するすべての者を意味するものとする。16 
 

1977 年の定義からの違いは、芸術家が行なう活動が「創造」「表現」「改造」と明記され

たこと、芸術家の社会における役割が明記されたことである。さらに、「芸術家」独自の「地

位」について、次のように踏み込んだ見解が示されている。 
 
 「地位」とは、一方では、上記のように定義される芸術家が社会において果たすこと

を期待されている役割の重要性に基づき、芸術家に払われる敬意を意味し、他方では、

芸術家が享受すべき自由及び諸権利（精神的、経済的及び社会的権利を含む。）特に収入

及び社会保障に関する諸権利の認知を意味する。17 
 
 地位に関するこの定義においても、芸術家の果たす「役割」という言葉が明記された。

これは芸術家本人の意識を喚起する以上に、各国政府に対してこれまで芸術家が担ってき

た役割を再認識させる目的があると思われる。そのことによって、芸術家の権利が守られ

るべきであるという意向がより強く打ち出されたといえる。 
 「勧告」では、以上の定義に続き、芸術家の地位を向上させるために取り組むべき項目

が述べられている。この点については、各国の実施報告と併せて 4.で述べる。 
 

(3) IAA/AIAP「専門的職業としての芸術家」（1980 年以降） 

「勧告」の定義がどのように活かされているのか、その一例として国際美術連盟

（IAA/AIAP、International Association of Art / Association Internationale des Arts 
Plastiques）がウェブサイトで公開している定義を取り上げる。IAA/AIAP は５つの大陸の

様々な国の代表から構成されており、主に視覚芸術18に携わる芸術家からなる。定義は以下

の通りである。 
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IAA/AIPP は 1980 年以降、芸術家はその芸術実践（the practice of art）によって生計

をたてていなくても、専門家と認められると考えている。以下の基準、あるいはそれに

類似したものひとつにでも当てはまる場合は専門家とみなされる。 
・美術あるいは応用美術（絵画、彫刻、グラフィックなど、その人の国の文化的基準に

おいて美術の分野に含まれるもの）において学位を持っている場合。 
・美術学校（純粋美術あるいは応用美術）で教鞭をとっている場合。 
・自身の作品を頻繁に展示していること、あるいは、次のようなことを通して作品が広

く一般の目に触れられていること。 
- パブリック・コレクション 
- 公的な注文や委託 
- 自身の作品についてのモノグラフ、カタログ、記事 
- 国内あるいは国際的に重要な賞を受賞している場合 
- 芸術団体（Art Academy）に所属している場合 
- 前述の資格をひとつも持っていなくても、その人の国の専門的な芸術家の総

意によって認められている場合19 
 
この定義においては、芸術活動から得られる収入の割合を基準にしない、というこれま

での議論を踏まえたうえで、「芸術家」を捉える上でより具体的な視点が挙げられており、

実用的な定義となっている。これらの基準が適用されるのは、視覚芸術に留まるものでは

ないと考えられる。IAA/AIAP の日本委員会に相当する組織は「一般社団法人日本美術家連

盟」であるが、同連盟からは、これほど明確な定義は公開されていない20。また、2001 年

に制定された「文化芸術振興基本法」では、第十六条「芸術家等の養成及び確保」の中で

「芸術家等」に触れられているのみであって、積極的に定義づけしているとは言い難い21。

日本の標準職業分類を参照すると、「教鞭をとっている」者は、美術科の担当教員であって

も、他教科と同様「教員」に分類されることになっている22。 
 以上、見てきたように、「芸術家」とその「地位」を定義づける過程は、芸術家の社会に

おける位置づけが図られてきた過程だといえる。次に、「地位」の諸側面とも捉えられる「勧

告」の項目を基準にして、加盟国の実施報告のまとめを検討する。 
 
4. 「勧告」の実現に向けた取り組み―二つの実施報告書の強調点の比較から 

「勧告」の全項目は次の通りである。 
 
Ⅰ.定義 
Ⅱ.適用範囲 
Ⅲ.指導原則 

Ⅳ.芸術家の適性と訓練 
Ⅴ.社会的地位 

Ⅵ.芸術家の雇用、労働及び生活の条件 
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―専門的職能団体及び労働組合 
Ⅶ.文化政策及び参加 

Ⅷ.本勧告の利用及び適用 
Ⅸ.既存の権益 

 
これらのうちⅣ.からⅦ.が、具体的に各国が取り組むべき内容を示している。 
「勧告」の実施状況について、まとまった報告がなされたのは、前述の通り、1997 年と

2011 年の報告書においてである。したがってこの二つの報告書をみていくことにするが、

上記の項目ごとに報告されていないものもあったため、その報告内容からⅣ.からⅦ.のどの

項目に該当するか判断した。また、報告書の本文中に「主な課題」や「重要な課題」と、

その内容を強調している箇所があり、報告があった年代によって、Ⅳ.からⅦ.の項目の間で

相対的に重要度に差があることが注目される。本節ではこの強調された項目に絞ることに

よって、年代ごとの大きな流れを掴むことにする。 
 

(1)「芸術家の地位に関する勧告の実施について過去 15 年間で実現された進展についての

報告：第一次評価会議の研究」（1997 年）における強調点 

 この報告書には、1988 年マドリード、1992 年ハナザーリ、1994 年ブラザヴィルでそれ

ぞれ開かれた会議のまとめが報告されている。これら三つの会議は、議論の対象を「実演

家」などの職種に絞らずに、芸術家全体を視野に入れた点が特徴的である。この報告で強

調されていたのは次の通りである。 
 目標とすべきは「Ⅶ.文化政策及び参加」であると指摘された。加盟国は、UNESCO が

奨励している、大衆の文化生活への参加と寄与、を促進するような「文化政策の議論を解

決することに芸術家が寄与できるように」、「芸術家を国内の文化政策に招く方法を見つけ」、

「政策決定の中核と連携させる方法を見つける」ことが目指すべきだということである。

しかし、そのような寄与を芸術家ができるような段階にはまだなく、何よりもまず「社会

保障、特に失業や退職に関したもの、の適切な処置を明記した法律制定をすすめること」

と「税負担を軽減すること」とが奨励された。つまり、ここでは「勧告」での「Ⅴ.社会的

地位」と「Ⅵ.芸術家の雇用、労働及び生活の条件」とが特に強調されたといえる。 
 さらに会議に参加していた芸術家の意見を反映して「芸術家の養成が懸念の中心であっ

た」ことが報告されている。「すべての分野の芸術家に対して、適切な養成の機会が提供さ

れるべきだ」ということに加え、「鑑賞者の意識を促進することと芸術教育の発展」が求め

られた。これらは、「勧告」での「Ⅳ.芸術家の適性と訓練」にあたる。 
 

(2)「加盟国による 1980 年芸術家の地位に関する勧告実施についての総括報告書」（2011

年）における強調点 

 この報告書では、芸術家の現状と各国の優れた取り組みが取り上げられた。特に強調さ

れていたのは、「Ⅵ.芸術家の雇用、労働及び生活状況―専門的職能団体及び労働組合」そし

て、「重要な課題」として新たに登場した「国際間移動のしやすさ」であった。 
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 「Ⅵ.芸術家の雇用、労働及び生活状況―専門的職能団体及び労働組合」に関しては芸術

家の特殊な働き方が再確認された。つまり、「プロジェクト単位で仕事をするため、同時に

複数の契約をしていたり、あるいはまったく契約がなかったりすることである。加えて、

被雇用の芸術家たちは普通、他の労働者と同等の待遇を受けているのに対し、非正規

（intermittent）、自営、個人契約、臨時の場合、これらの標準からはずれてしまう」23こと

である。さらに、芸術家の労働組合が直面しやすい課題として、個人事業者たちの組織に

よる団体交渉が違法となる場合が多いことが指摘された。 
 「国際間移動のしやすさ」については、「たとえ専門家として確立された芸術家であって

も、他国に入国するのに必要な許可やビザを取得するのが不可能なこともある」と指摘さ

れている。また、芸術家が国境を超える際に直面する可能性のある課題として「例えば源

泉徴収税、二重課税、社会保障給付金の欠如など」が挙げられていた。これらの問題の多

くは、「2001 年以来の安全保障上の懸念により悪化しており、発展途上国から先進国への移

動に限られたものではなく、先進国間の移動にもみられる」と述べられている。この「重

要な課題に取り組む一つの方法は、二国間や多国間協定の締結であった」とされ、先進的

な取り組みとして「EU/CARIFORUM 経済連携協定」が挙げられた。 
なお、同報告書では社会保障に関した「優れた取り組み」として、「社会保障計画が利用

できるように、自営の実演家や他の芸術家を雇用状況とみなす、あるいはそれに準じた地

位にあるとみなすモデル（ベルギー、ブルキナファソ、フランス、ドイツ）」、「収入が最低

賃金を下回った芸術家に支援があるモデル（ルクセンブルク、オランダ）」、芸術家の団体

交渉を可能にしているカナダの州法が紹介されている。 
以上二つの報告書を比べると、芸術家の働き方を中心とした社会保障の問題は、変わら

ずに存在することがわかる。一方で、1997 年に特徴的だったのは芸術家の「養成」を求め

るものである。“retraining”という言葉もみられたことから、芸術家の初期段階での養成支

援だけでなく、その後の継続的な養成支援も求められていたと考えられる。 
2011 年の報告書で特徴的なのは、やはり「国際間移動のしやすさ」が問題に上がってき

たことである。芸術家のみならず、これからの芸術のあり方を考える上で避けられない課

題であるといえる。さらに、2011 年には見られなかったが、1997 年に芸術家の「国内の文

化政策への参加」を促すことが、まず掲げられていた点は注目される。この点について現

在どのように考えられているのかを検討することは重要だと思われる。 
 

5. おわりに 

 本稿では「芸術家」とその「地位」がどのように定義づけられてきたのか、その変遷を

たどった。そのことによって、固定的な枠組みでは捉えきれない「芸術家」が、目まぐる

しく変化し続ける「社会」においてどのように位置づけられようとしているのか、そして

そこでの課題は何であったのかを、明らかにしようと試みた。 
 日本において「芸術家」を捉える場合、本人が「芸術家」と自認している場合でも、常
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勤にせよ非常勤にせよ、少しでも「教える」活動に従事していると、「教員」という分類に

含まれてしまうことが、特に問題だと思われる。これによって生じる実際的な問題として

は、文化庁の提供する芸術家のデータの整合性の問題がある。芸術家の実態調査で用いら

れる「芸術家」の定義は、国勢調査において職業欄に「文芸家・著述家」「彫刻家・画家・

工芸美術家」などに該当すると記入した人である24。これらの人々が、同時に「教える」仕

事を担っていることから、「芸術家」よりむしろ、「教員」というカテゴリーに属するもの

と見なされてしまいがちなのである。それぞれの人が自分の意志で記入するため確認は難

しいが、データと実態が違っている可能性も考えられる。 
芸術家個人の立場で考えてみると、この捉え方のずれは特に若手の芸術家にとって大き

な問題となりえる。林容子は、「卒業後 10 年は制作発表を継続することで、理解者を増や

していかねばならない」25と述べているが、社会からある程度「芸術家」として認識される

まで十年かかるとすると、その間は、自分は芸術家であるという「本人の意思」と「社会

からの認識」がかみ合わない状態が続いているといえる。つまりこの時期は、自身と社会

との関係について最も葛藤を抱きやすい時期だと考えられる。そこに輪をかけて事情を複

雑にすることにならないだろうか。 
いずれにせよ、「自己の生活の本質的な部分」である活動について、外部から定義を付与

されるのではない「芸術家」たちは、作品を作り続けながら自分と作品との関係、社会と

自分との関係について、常に問い続けている存在であるといえるだろう。 
 日本でも「勧告」を受けて、実演家や音楽の分野を中心に様々な動きがあった。これら

についての考察や、「文化芸術振興基本法」に至る経緯やその内容の検討が、次の課題であ

る。そのような芸術家の社会的位置づけを明確にしつつ、「いま」の芸術家の直面する課題

を理解するためには、当事者である芸術家自身と連携し、その生の声を聴くことが、中核

的な作業となることは言うまでもない。これらの課題については別稿を期したい。 
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